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農山漁村の6次産業化の推進について

農林水産省 総合食料局 食品産業企画課 課長補佐 吉　岡　 崇　治

我が国の農山漁村は、人口の減少や高齢化の進行など厳しい状況にあり、早急にその

活力の再生を図ることが不可欠です。このため、農林水産業・農山漁村に潜在する資源

を有効に活用し、様々な産業の有する知見と結びつけ、地域ビジネスの展開や新産業の

創出を図る「農山漁村の6次産業化」を推進することが重要です。

これにより、農林漁業者の所得向上や農山漁村地域における雇用を確保するのみなら

ず、①農林漁業等への若者の参入の促進が図られ、②Ｕターン、若者の定住化の促進等

を通じて人口減少や高齢化の進展の抑制が図られるなど、農山漁村の活性化に資するこ

とが期待されるものです。

● 農山漁村の6次産業化の推進のために
農林漁業者等の事業の多角化、高度化等を促進する新たな道筋を作り、6次産業化

の推進のための中核となる「地域資源を活用した農林漁業者等による新事業の創出

等及び地域の農林水産物の利用促進に関する法律（六次産業化法）」が前臨時国会

で成立し、昨年12月3日に公布されたところです（別添）。

今後、農林水産省としては、

①六次産業化法の制定趣旨や狙いを農林漁業者等に対し、正確に周知するとともに、

②地域一体となって、6次産業化を支援するための体制を整備するため、昨年10

月に設置した地方農政局等のワンストップ相談窓口で、6次産業化に取り組もう

とする農林漁業者らの個別相談への対応や、地域段階における6次産業化プラン

ナーの配置による事業計画の策定の支援を図り、

③農産物の加工、販売（直売所）、食材提供（レストラン）施設の整備、新商品の

開発等を推進するための予算措置等を講じること等により、6次産業化が地域の

大きな運動として展開されるよう、体系的、一体的な政策推進に努めていく、

こととしています。

酪農に携われている方々におかれても、積極的に6次産業化に取り組んでいただき、

地域の活性化が図られることを期待するものです。
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